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ビルドアップ型投信という投資信託をご存知ですか？ 

極めて珍しい投資信託なので、聞いたことがないと言う方も多いでしょう。 

ビルドアップ型投信とは、ドルコスト平均法でリスクを抑えながら、株式への組み入れを増やして

いくタイプの投資信託です。 

いろいろな投資信託を知識として知っておきたいという方は参考にしてください。 

そこで今回は高値掴みを回避する「ビルドアップ型投信」を解説します。 

１. ビルドアップ型投信とは？ 

ビルドアップ型投信は、ドルコスト平均法を活用して投資リスクを抑えながら株式部分の組み入

れ比率を増やし、最終的に株式比率 100%の運用に変わるという仕組みの投資信託です。 

ビルドアップ型投信の特徴、および、メリット・デメリットについて解説します。 

ビルドアップ型投信の特徴 

ビルドアップ型投信の最大の特徴は、少しずつリスク資産を増やしていくという運用方針にありま

す。 

例えば以下のビルドアップ型投信の場合、1 万円投資をしたとすると設定当初は、投資額の大半

が日本国債や短期金融資産で運用。以降、毎月約 500 円ずつ株式投資部分を増やし、1 年 9 ヶ

月後からは株式投資のみの運用になるという仕組みです。 

なお、この株式部分に積み上げていく期間のことを「時間分散投資期間（株式部分積み上げ期

間）」と言います。 
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２. ビルドアップ型投信のメリット 

ビルドアップ型投信のメリットは、株式中心の投資信託でありながら、投資先に独自の基準で選

定したプレミアム企業を選定していること、そしてドルコスト平均法を用いてリスクを抑えた運用方

法を行っている点です。 

ドルコスト平均法とは、株式や投資信託のように値動きをする商品を、毎月 1 万円、毎月 2 万円

というように定額で買い付け、平均買付単価を抑える基本的な投資リスク抑制方法のこと。購入

時期を分散させることから、「時間の分散」「時間的分散」とも言われます。 

ビルドアップ型投信では、設定当初の日本国債や短期金融資産中心の運用から、株式投資の

比率を高めることで、ドルコスト平均法のメリットを働かせていると考えられます。 

３. ビルドアップ型投信のデメリット 

ビルドアップ型投信は、時間分散投資期間ドルコスト平均法を活用して、リスクを抑えながら株式

部分を増やしていく仕組みですが、現存しているビルドアップ型投信の時間分散投資期間は 1年

9 ヶ月しかありません。 

選定銘柄や運用方針によって一概には言えませんが、1年 9ヶ月で時間的分散の効果が十分働

くか疑問が残ります。分配金を支払う前提になっていますが、日本国債や短期金融資産の比率

が多い時間分散投資期間は、投資信託の収益が少ないため分配金はまず期待できないでしょう。 

また時間分散投資期間から、株式投資のみで運用する期間に移行すると、信託報酬が上がる点

にも注意が必要です。 

４. まとめ 

ビルドアップ型投信は、ドルコスト平均法を活用して少しずつ株式投資比率を増やしていく投資信

託です。最終的に株式投資のみの運用になりますが、ドルコスト平均方を活用して買い付ける時

間分散投資期間があること。独自基準で選んだプレミアム企業で運用することから、一般的な株

式 100%で運用している投資信託よりリスクを抑えた投資信託と言えます。 

また運用開始当初は分配金がほとんど期待できない、時間分散投資期間終了後に信託報酬が

上がる点には注意が必要です。 
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＜著者プロフィール＞ 

福田 猛 氏 

ファイナンシャルスタンダード株式会社 代表取締役 

大手証券会社入社後、10年間、1,000人以上の資産運用コンサルティングを経験。2012年ＩＦＡ法人である

ファイナンシャルスタンダード株式会社を設立。独立系資産運用アドバイザーとして数多くのセミナーを主催

し、幅広い年齢層の顧客から支持を受け活躍中。 

 

著書に「金融機関が教えてくれない 本当に買うべき投資信託」（幻冬舎）がある。 

２０１５年楽天証券ＩＦＡサミットにて独立系ファイナンシャルアドバイザーで総合１位を受賞。 

■■■■■ 著 作 権 な ど ■■■■■ 

著作権者の承諾なしにコンテンツを複製、他の電子メディアや印刷物などに再利用(転用)することは、著作

権法に触れる行為となります。また、メールマガジンにより専門的アドバイスまたはサービスを提供するもの

ではありません。貴社の事業に影響を及ぼす可能性のある一切の決定または行為を行う前に必ず資格の

ある専門家のアドバイスを受ける必要があります。メールマガジンにより依拠することによりメールマガジン

をお読み頂いている方々が被った損失について一切責任を負わないものとします。  

参考 

経済金融情報メディア「F-Style」：https://fstandard.co.jp/column/ 

“F-Style”とは？ 

人々のくらしと密接に関わる「お金のヒミツや仕組み」を、より分かりやすくお伝えする経済金融メディアです。 

https://fstandard.co.jp/column/

